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1 緒　　　　　言

近年の地山補強土工法の適用範囲は多種多様にわたっ
ており，要求される性能には非常に幅広いものがある．
このため，将来は個々の斜面の要求性能に合理的に対応
しうる設計手法が望まれるところである．現行の地山補
強土工法の設計は，従来の極限釣り合い法を基にしてお
り，これに補強材の引張り力による引留め効果や引締め
効果を考慮したものになっている（内的安定性）．1)しかし
ながら，補強材に発生する引張り力は補強地山の変形量
と密接な関係を有しているため，必要補強材量は許容変
形量をも考慮して決まるものでなければならない．
一方，地山の変形を拘束し補強領域全体が擬似擁壁化
したものとみなしてその安定性を検討する設計法（外的
安定性）がある．2)内的安定性は地山の変形を許容した考
え方あり，外的安定性は変形を拘束する効果を基にした
ものであるため，基本的に共存しうる補強効果ではない．
したがって，この 2つの設計法は補強斜面に要求される
変形性能に応じて使い分ける必要がある．とくに，変形
を最小にとどめることが要求性能となる永久構造物への
適用を考える場合には，後者の外的安定性を検討する設
計法が重要となる．このような使い分けのためには，第
一番目に補強領域が疑似擁壁化（変形拘束効果）するメ
カニズムを明らかにする必要がある．次に，変形拘束効
果の発生限界を明確にすることができれば，内的安定性
と外的安定性による設計手法の適用範囲の区別が可能に
なるものと考えられる．言い換えれば，補強地山の許容

変形量を考慮した設計手法に一歩近づくことができるも
のと考えられる．
そこで，本研究では個別要素法と有限要素法の結果か
ら，棒状補強材による変形拘束効果の発生メカニズムに
ついて検討し，さらには変形拘束効果の発生に及ぼす地
盤の応力状態と内部摩擦角の影響を考察する．次ぎに，
変形拘束効果発生のための補強材打設量について検討を
加え，補強材打設間隔と斜面変形量との関係について考
察を行うことにする．

2 個別要素法による変形拘束効果

一般に，地山補強土工法は砂質土斜面を対象とした斜
面安定工法であるとされている．これは，その補強効果
が地盤は粒状体であることに起因しているためであると
考えられる．3)そこで，粒状体としての挙動を表現しうる
個別要素法を用いて，地山補強土工法のメカニズムにつ
いて検討を加えることにする．

Fig. 1は解析に用いた斜面形状を示したものである．
解析方法は，対象領域全体 (16 × 10m)に粒子径 1～ 3cm

の円形粒状要素（粒子密度 2.6g/cm3）を発生させ，粒子
自重による一様な初期応力状態を作成した後に，Fig. 1

に示す斜面前部の切土部を一挙に削除することで，応力
解放による変形解析を行った．補強材（長さ 5m）は粒
子径 10cmの要素を剛結することで作成した．このため，
剛体として表現されている．ここに用いた粒状要素の大
きさは，現実の土あるいは補強材と大きく異なるもので
あるが，本解析では粒状体中における補強材の定性的な
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効果を調べるためのモデルとして設定したものである．
次に，補強材の設置はすべての条件において水平等間

隔配置とし，切土による応力解法と同時に（切土による
変形が生じる前に），すべて（1～ 4本）の補強材が挿入
されるものとした．これは切土による応力解放分のすべて
を補強材が負担するという仮定に基づいている．TableⅠ
に解析に用いた定数値を示す．補強効果に及ぼす斜面土
の内部摩擦角の影響を調べるために，土粒子の摩擦係数
については，表中に示すような 4種類の値について計算
を行った．

Fig. 2は切土後の応力解放による変形状態を示した解
析結果の一例であるが，(a) の無補強の場合には，すべ
り面は斜面の浅い部分に発生しているが，(b) の補強材
3本を設置した場合には，のり尻において若干のはらみ
出しが見られるものの，全体的にすべり面は補強領域の
背面に移動しており，補強材による変形拘束効果が発生
していることがわかる．このような，補強領域の変形が
拘束され疑似擁壁化することの原因について，補強材近
傍の土粒子の動きを調べることで考察を行うことにする．

Figs. 3，4は土粒子要素の摩擦係数が異なる場合
（0.5と 0.7の場合）について，補強領域内の鉛直断面に
おける土粒子要素の水平変位分布を示したものである．
Fig. 3中の矢印は補強材の位置を示している（Fig. 4も
補強材位置は同じ）．個別要素法における摩擦係数が通
常の地盤の内部摩擦角と同意の物理量であると考えると，
両図より，地盤の内部摩擦角が大きいほど変位量が小さ
くなることは明らかである．また，両ケースとも，補強材
本数が少ない場合には，補強材の設置位置近傍において，
水平変位が局所的に拘束されて小さくなっており，一方
で補強材間では変位が大きくなっている．これによって，
変位分布が波状形状を示している．補強材本数が多くな
ると，各補強材による局所的な変位拘束領域が互いに干
渉し合うようになり，全面的に変位が拘束されて水平変
位の波状の分布形状は見られなくなる．この状態が，補
強材による変形拘束効果（補強領域の一体化）が完了し
た状態であると考えることができる．

Fig. 5は補強材の影響範囲と変形拘束効果に関する概
念図を示したものである．図に示すように，従来から観念
的にではあるが，補強材には近傍の土粒子を拘束する範
囲があり，これらが互いに接し合って干渉しあう間隔に
なると，補強効果が飽和点に達すると言われてきた．4), 5)

Figs. 3，4に示した結果は，Fig. 5の考え方による変形
拘束効果の進行状況が解析的に表現されたものと考える
ことができる．

3 変形拘束効果に及ぼす地盤定数の影響

補強材の最適間隔あるいは変形拘束効果の発生限界を
考察するためには，補強材の影響範囲を定量的に推定す
る必要がある．また，この影響範囲は土の強度定数や補
強材近傍の応力状態（土被り圧）に影響を受けるものと
考えられる．そこで，粘着力や内部摩擦角などの土の強
度定数を正しく解析定数として用いることのできる有限
要素法を用いて検討を行うことにする．

有限要素解析に使用した解析斜面モデルを Fig. 6に示
す．モデルは個別要素解析と同様に，高さ 10m，のり角
度 80°の斜面とし，補強材の長さは 5mとした．補強材
の設置方法は本数にかかわらず水平等間隔配置としてい
る．解析は全地盤について自重による初期応力状態を作
成した後，実施工を模して，段階的に切土と補強材の設
置を繰り返す手順としている．なお，切土地盤は弾塑性
体とし，補強材は弾性材料としている．また，地盤と補強
材の間にはジョイント要素を用いており，その摩擦特性は
便宜的に土自身のもつ摩擦角の 2/3とした．その他，解析
に使用した物性値を Table Ⅱに示す．なお，個別要素法
の場合と同様に，地盤定数の違いによる影響を見るため
に，表に示す 5種類の内部摩擦角について解析を行った．

Fig. 7は，斜面土の内部摩擦角が 35°の場合につい
て，補強領域内の斜面近傍の鉛直断面における水平変位
量分布を示したものである．図より，有限要素解析でも
個別要素解析と同様に，水平変位が局部的に小さくなっ
ている部分が見られる．これらが補強材設置位置に相当
する．すなわち，補強材近傍では水平変位が局所的に拘
束されており，逆に補強材間の斜面土の変位は拘束され
ていないために大きくなっている．また，補強材が 4本
以上になると，水平変位分布には局所的な凹凸が見られ
なくなる．すなわち，この場合には補強材間の土も変形
を拘束されたことを示している．以上の結果は，個別要
素解析で得られたものと定性的には全く同じものである．
このような水平変位分布の凹凸の範囲の長さは，前述
したように，補強材の周辺土への影響範囲を示している．
そこで，変位分布の変曲点間の距離を補強材の影響範囲
として求めてみた．この結果が Fig. 8 (ϕ = 30°) と Fig. 9
(ϕ = 38°) である．図中の矢印の範囲と数字が補強材の
影響範囲を表している．これより，補強材間隔が小さく
なると，隣り合った補強材の影響範囲が互いに近づき始
め，この結果，全体としての変形が拘束される様子がわ
かる．これらの図より，補強材の影響範囲は，斜面土の
内部摩擦角と補強材の設置位置（土被り圧）に関係して
いるものと推察される．
そこで，Fig. 10は補強材の影響範囲に及ぼす内部摩
擦角と土被り圧の影響を調べたものである．図より，内
部摩擦角が大きくなるほど，また土被り圧 (σz) が大きい
ほど，補強材の影響範囲が大きくなる傾向が見られ，ほ
ぼ 1～ 2.5mの範囲の値となっている．また，土被り圧
が大きいほど影響範囲が大きくなっていることから，棒
状補強材による変形拘束効果は斜面下部ほど大きくなる
ものと考えられる．
次ぎに，Fig. 8と Fig. 9から，補強材の影響範囲がほ
ぼ接近し始める補強材本数を求め，これと内部摩擦角と
の関係を見たものが Fig. 11である．隣り合う補強材の
影響範囲が互いに接する状態が，変形拘束効果が発生と
考えると，この図は変形拘束効果が達成される補強材間
隔と斜面土の内部摩擦角との関係を示したものと考える
ことができる．なお，図の縦軸は補強材間隔 (Δs) を斜
面高さ (H = 10m) で除した無次元量で表されている．本
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研究では高さ 10mの斜面を解析対象としたことから，
Fig. 11は 10m前後の補強斜面に対して適用しうるもの
と考えるべきである．図より，補強材による変形拘束効
果の発生は，斜面土の内部摩擦角の影響を大きく受ける
ことが明らかである．また，一般の砂質土斜面（内部摩
擦角 ϕ = 30°～ 40°）を考えると，補強斜面において変
形拘束効果を期待しうる補強材間隔は Δs/H = 0.15～
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Fig. 1.  Slope models for distinct element method.

TableⅠ．Physical constants for distinct element analysis.

Fig. 2.  Slope models for distinct element method.

Fig. 3.  Horizontal displacement in reinforced area for
the case of friction coefficient = 0.5.

Fig. 4.  Horizontal displacement in reinforced area for
the case of friction coefficient = 0.7.

Fig. 5.  Progress and completion of restrain effect.

Fig. 6.  Reinforced slope model for FEM Analysis.

TableⅡ．Physical constants for FEM analysis.



0.17（実間隔 Δs = 1.5～ 1.7m）となる．
以上の結果から推察すると，実施工では 1～ 2m程度

の補強材間隔が多用されるが，このような条件下では補
強材の影響範囲が互いに干渉し合い，補強材による変形
拘束効果が機能した状態になっているものと考えること
ができる．

4 補強斜面内の応力状態

次に，補強斜面内部の応力状態から変形拘束効果につ
いて考察する．Fig. 12は補強領域内の，のり肩を通る
鉛直断面における水平応力分布を示したものである．補
強材が 2本や 4本の場合に見られるように，補強材設置
位置の近くで局所的に大きな水平土圧が働いており，逆
に補強材の間では水平土圧が小さくなっていることがわ
かる．このような水平土圧分布の凹凸は，Fig. 7～ 9に
示した水平変位の凹凸と全く同一の意味をもっており，
補強材による水平方向の変形拘束効果によるものである．
補強材が多くなると（8本），土圧の局所的に高い部分は
見られなくなり，一様に高い水平土圧を維持している．
図には静止土圧分布（静止土圧係数，K0 = 1−sinϕ）が
示されているが，無補強時の結果（ほぼ崩壊状態）を主

働状態と考えると，補強領域内の応力状態は主働と静止
の間に存在しており，補強材本数が多い場合ほど変形が
拘束されることで，高い土圧を維持していることがよく
わかる．このように，補強材によって変形拘束効果が発
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Fig. 8.  Horizontal displacement in reinforced area and
influenced lengths by FEM analysis for the case of
internal friction ϕ = 30°.

Fig. 7.  Horizontal displacement in reinforced area by
FEM analysis for the case of internal friction ϕ = 35°.

Fig. 9.  Horizontal displacement in reinforced area and
influenced lengths by FEM analysis for the case of
internal friction ϕ = 38°.

Fig. 10.  Relationships between the influenced lengths
of reinforcement and friction angle.

Fig. 11.  Relationship between friction angle and space
of reinforcement on condition that the restraint
effect becomes effective.



生すると，補強材と補強領域内の土には相互作用に基づ
くインターロッキングが発生し，ダイレタンシーが抑制
されることで補強領域の内部応力状態に変化が現れるも
のと考えられる．
そこで，補強領域内の内部応力に関するモールの応力
円 (Fig. 13) を用いて，変形拘束効果の力学的な検討を行
うことにする．ここでは，便宜的に土の粘着力は考えな
いことにする．静止状態においては無補強時でも補強時
でもその応力状態は変わらないはずであるから，その応
力状態は AB（A点；最大主応力 = 鉛直応力 σ1，B

点；最小主応力 = (1−sinϕ)・σ1）を直径とする円で表さ
れる．次に，切土による応力解放によって斜面に変形が
生じると，無補強の場合には変形とともに水平土圧が減
少し，円 ACの主働状態になったとき破壊に至る．補強
材を敷設した場合には，主働状態に至るまでの変形で安
定状態に到達するものと考えると，その応力状態はB点
と C点の間の任意の点 Rと Aを直径とする円で表すこ
とができる．このように，補強材によって補強された斜
面内の応力状態は，変形拘束効果の発生の程度に応じて

静止状態から主働状態までの間の任意のモール円によっ
て表される．したがって，変形拘束効果の発生時の補強
領域内では，その主働土圧よりも図中の σσRだけ高い水
平土圧が維持されることになる．さらに，土の強度の観
点から見ると，この σσRは不飽和土におけるサクション
と等価な役割を果たしている．すなわち，補強材による
変形拘束効果は土中の有効応力の増加と同じく内力の増
加量として表現しうるものと考えられる．そこで，最小
主応力がR点にあると，その土要素の破壊時のモール円
は直径 RR’の円で示される．しかし，サクションの効果
と同様に，土要素の見かけの強度を表すモール円はCR’’

となり，これが補強土の破壊円となる．これより，補強
土の強度増加は見かけ上，斜面土の cの増加として評価
できることになる．ただし，変形拘束効果の要因である
σσRに応力依存性があると考えると，6)単に cの増加として
取り扱うことができなくなる．この点については今後の
検討が必要なところである．

5 補強斜面の変形量と変形拘束効果

一般に，補強土工における施工管理は施工中の変位量
によってなされることが多い．そこで，将来，必要にな
ると思われる補強斜面の変形性能の立場から，変形拘束
効果の発生限界および斜面変形量の関係について考えて
みることにする．

Fig. 14は有限要素解析の結果から，斜面土の各内部
摩擦角について，補強材間隔 (Δs/H) とのり肩の水平変
位量 (δ h/H × 100 (%)) との関係を調べたものである．図
中の各内部摩擦角の線上には，Fig. 11に示した，変形
拘束効果が達成される補強材間隔がプロット（●記号）
されており，これらを結んだ曲線が破線で示されている．
すなわち，各々の斜面土の内部摩擦角については，図中
の破線より下側の補強材間隔を用いることによって，変
形拘束効果を達成しうる補強材の配置条件となることを
示している．
最後に，TableⅢに示した日本道路公団による切土の
り面における施工時の安定管理手法 7)を参照することで，
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Fig. 12.  Distribution of horizontal earth pressure with
height in reinforced area.

Fig. 13.  Expression of Mohr’s stress circles for reinforced
slope.

Fig. 14.  Relationship between deformation at top of
slope and space of reinforcement.



変形拘束効果と補強斜面の変形量について考察する．こ
の道路公団の規定は，補強土工において変形量による管
理手法を示したものであり，今後の補強斜面の変形性能
を考えるうえで，意義の高いものであると考えられる．
表中の土砂 (Soil) の場合と本研究結果 (Fig. 14) を比較す
ると，内部摩擦角 ϕ = 25°のように小さい場合には，変
形拘束効果が機能しても，その変形量 (δ h/H) は 0.4%
以上となり，表の安定管理手法から見ると「Unsafety
level」となる．一方，斜面土の内部摩擦角が約 30°の場
合に，道路公団が示した「通常レベル (Safety level)」
域の変形条件 (δ h/H≦ 0.2%) とするためには，その補
強材間隔を Δs/H≒ 0.1以下とする必要があり，内部摩
擦角が約 35°程度の地盤では，Δs/H≒ 0.17以下とすれ
ばよいことがわかる．すなわち，ϕが 30～ 40°の地盤に
おいては，変形拘束効果を達成しうるような補強材間隔
で施工することによって，TableⅢの安定管理手法の
「Safety level」域の変形状態を満足できるものと考えら
れる．
このように，変形拘束効果が機能する場合には，補強

斜面の変形量はかなり小さく抑えられることから，現在
多用されている内的安定性による補強土の設計に必要な
補強材引張り力が十分発揮されないものと考えられる．
したがって，このような場合には内的安定性ではなく，
補強領域の外的安定性が主たる検討項目になるものと考
えられる．

6 ま と め

本研究では，補強土工法における変形拘束効果の発生
メカニズムを考察し，変形拘束効果発生のための地盤条
件と補強材打設間隔の関係について検討を加えた．得ら
れた結果をまとめると，以下のようである．

(1) 補強土工法は粒状地盤に対して有効であるとされ
ていることから，個別要素法による解析を行った．この

結果，補強材近傍の土粒子の変位が拘束される補強材の
影響範囲が存在することが明らかとなった．そして，隣
り合う補強材の影響範囲が互いに干渉し合うような補強
材間隔になると，変形拘束効果が発生し始めることが，
確認された．

(2) 有限要素法の結果からも補強材の影響範囲の存在
を確かめることができ，内部摩擦角や土被り圧との定量
的な関係を知ることができた．

(3) 各々の内部摩擦角を有する斜面について，変形拘
束効果が機能し始める補強材間隔について調べた結果，
内部摩擦角が 30～ 40°の斜面では補強材間隔 Δs/H =
0.15～ 0.17（斜面高 H = 10mの場合，間隔は Δs = 1.5～
1.7m）で変形拘束効果が達成される．

(4) 補強領域内の応力状態を考察した結果，変形拘
束効果が機能しているときは，一様に高い水平土圧を維
持している．これは，補強領域内の土のダイレタンシー
が抑制されることによるものと考えられる．

(5) 変形拘束効果の発生とそのときの変形量について
検討を加え，道路公団の安定管理手法との関連性を考察
した．この結果，本研究で求められた変形拘束効果を達
成しうるような補強材間隔で施工すれば，道路公団が示
す安定管理手法の「Safety level」域の変形状態を満足
できるものと考えられる．

(6) とくに，許容変形量の小さい補強斜面を対象とす
る場合には，変形拘束効果が発揮されるような補強材間
隔を用いるべきである．そして，この場合の設計手法は，
内的安定性ではなく外的安定性が主な検討項目になる．
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